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研究要旨：ベーチェット病診療ガイドライン 2020 が公開され診断や治療の均てん化が進め

られている。一方で多臓器を包括的に含んだ現在の臨床個人評価票の重症度（I~V）では治

療方針の決定はできない。各病型の疾患活動性、重症度基準が定まっておらず喫緊の課題と

なっている。本研究では腸管ベーチェット病疾患活動性・重症度基準の策定を目的とする。 

A. 研究目的 

腸管ベーチェット病の疾患活動性浄化基準

および重症度基準を策定する。 

 

B. 研究方法 

Outcome Measures in Rheumatology 

Clinical Trials (OMERACT) Behçet 

syndrome Working Group の提唱した臨床

試験に際しての推奨されるべきアウトカム

を参考に治療方針の決定に役立つ疾患活動

性評価基準および重症度基準を立案する。 

 

C. 研究結果 

まず、腸管病変に関する文献的検索を行った。

現在公開されている腸管ベーチェット疾患

活動性基準は韓国のグループが立案した

Disease activity index for intestinal Behçet

‘s disease（DAIBD)のみであるが、本スコ

アでは内視鏡的評価は含まれておらず必ず

しも腸管病変に特化したものとはなってい

ない。一方で内視鏡所見の深掘れ潰瘍は手術

率のリ スク因子と報告され ており、

OMERACT で も Clinical GI Activity と

Endoscopic GI Activityの両者を評価項目と

して推奨していることから消化管症状と内

視鏡所見を主体にした基準の策定が必要と

考えられた。 

 

D 考察 

腸管 BD の自然史における手術リスクはま

だ十分なデータがあるとは言えず、多くは

後ろ向きの研究であるため、エビデンスの

ある予後関連因子から疾患活動性基準や

重症度基準を作成することは困難である

ため専門家のコンセンサス形成が必須と

考えられる。 

 

E. 結論 

内視鏡所見や消化管症状を骨格にした腸管

ベーチェット病疾患活動性基準・重症度基準

の作成が必要と考えられた。 

 

L. 研究発表 
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G．知的財産権の出願、登録状況 

  （予定を含む） 

1 特許取得 

該当なし 

 

2 実用新案登録 

該当なし 

 

3 その他 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  




